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国際海運 GHG ゼロエミッションプロジェクト会議 公開セッションのご案内 

 

国際海運分野からの温室効果ガス(GHG)排出ゼロの実現のために想定される様々な技術・手

法等について、最新の動向を元に、我が国の海事産業が目指すべき方向性を探るセッションを開

催します。本セッションは一般公開です。多数のご参加をお待ちしています。 

 

 2018 年４月、国際海事機関（IMO）は、国際海運分野からの GHG 排出を 2050 年までに半減、今世紀

中早期にゼロとする目標等を採択しました。 

 我が国では、世界有数の海運・造船

国として国際的な取り組みをリード

するため、産学官公の連携で「国際

海運 GHG ゼロエミッションプロジェ

クト」を立ち上げ、GHG 排出削減目

標の達成に向けたロードマップの作

成等を進めているところです。 

 今般、同プロジェクト会合をオープン

セッション形式で開催し、未来の船

舶に使用される省エネ・脱炭素化技

術の方向性について議論します。 

 

国際海運 GHG ゼロエミッションプロジェクト会合 

一般公開セッション 「国際海運における脱炭素化技術追求の方向性」 

日時： 令和元年８月２日（金）9:30～12:00 

場所： 赤坂インターシティコンファレンス 401 会議室 

 東京都港区赤坂 1-8-1 赤坂インターシティ AIR 4F 

議題： （１）GHG 削減対策の国際動向 

 （２）ゼロエミッション実現に向けた技術の可能性 

     （川崎重工業㈱、三菱造船㈱、日立造船㈱、㈱大島造船所） 

 （３）今後のゼロエミッション実現に向けて取るべき方向性 

主催： （一財）日本船舶技術研究協会 共催：国土交通省海事局 支援：日本財団 

 ※会合は公開にて行います。 

 詳細及び取材･傍聴のお申し込み方法については次項をご覧ください。 

  



国際海運 GHG ゼロエミッションプロジェクト会合 

一般公開セッション 「国際海運における脱炭素化技術追求の方向性」 

【日 時】令和元年 8 月 2 日（金）9:30～12:00 

【場 所】赤坂インターシティコンファレンス 401 会議室 

  東京都港区赤坂 1-8-1 赤坂インターシティ AIR 4F 

【進行】 

【取材・傍聴】 

・ 会合は公開にて行います。傍聴を希望される場合は、令和元年７月 30 日（火）15:00 までに以

下の①～③いずれかのアドレスに電子メールをお送りいただき、お申し込み下さい。 

①iwaki-k2z3@mlit.go.jp ②miura-d2h4@mlit.go.jp ③regulation@jstra.jp 

・ お申し込みの際は、件名を「ゼロエミッションプロジェクト傍聴希望」とし、本文に氏名（ふりが

な）、郵便番号、住所、電話番号、会社名、報道機関の方はカメラ撮りの有無をご記載下さい。 

・ 会場の都合上、座席数に限りがございます。希望者多数の場合は人数を制限させて頂く場合

がありますことを予めご承知おき下さい。 

  

開会挨拶 

 

・プロジェクトマネージャー 坂下 広朗 

（一般財団法人 日本海事協会 業務執行理事 副会長） 

・国土交通省 大臣官房技術審議官（海事局担当） 宮武 宜史 

議題（１）: 

GHG 削減対策の 

国際動向 

 

「IMO における GHG 削減対策の動向」 

国土交通省 海事局 海洋・環境政策課 環境渉外室長 今井 新 

「海外の動向とロードマップ作成事業について」 

一般財団法人 日本船舶技術研究協会 

基準・規格グループ 基準ユニット長 古賀 定治 

議題（２）: 

産業界における 

ゼロエミッション実現に向け

た具体的な取り組み 

 

「国際水素サプライチェーン構築への取組み」 

川崎重工業株式会社 技術開発本部 水素チェーン開発センター 

プロジェクト推進部長 新道 憲二郎 

「船上 CCS 搭載に関する取組み」 

三菱造船株式会社 マリンエンジニアリングセンター 

開発部 環境技術担当部長 雲石 隆司 

「カーボンリサイクル技術（CCR）に関する取組み」 

日立造船株式会社  

機械事業本部 産業装置ビジネスユニット 顧問 熊谷 直和 

「次世代風力推進システム"Wind Challenger"に関する取組み」 

株式会社大島造船所  

最先端技術開発・工場知能化推進部長 青木 伊知郎 

議題（３）: 

今後のゼロエミッション実現

に向けた取り組みの方向性 

 

討論 

・船舶からのゼロエミッション達成のために追求すべき技術・手法等に

ついて 

・その普及に向けた課題と対策について 

閉会挨拶 

 

・一般財団法人 日本船舶技術研究協会 専務理事 加藤 光一 



＜ご参考＞ 

 


